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  平成 24 年 5 月 25 日(岡山会場)・平成 24 年 5 月 28 日(倉敷会場) 
 

主  催  

岡山の地盤と液状化対策研究会 
 
 

 

後  援 

社団法人岡山県建築士会・社団法人岡山県建築士事務所協会 

公益社団法人土木学会中国支部・公益社団法人地盤工学会 中国支部  

社団法人日本建築構造技術者協会(JSCA)中国支部岡山地区

E&D テクノデザイン株式会社 
有限会社 コア構造設計 
株式会社 フジタ地質 



 

講演プログラム 
 

開会の辞（13：30～13：40） 岡山の地盤と液状化対策研究会 代表 
 岡山大学名誉教授 工学博士 竹宮宏和 

 

講演 1（13：40～14：20） E&D テクノデザイン株式会社 
 土木学会認定特別上級土木技術者 

岡山大学名誉教授 工学博士 竹宮宏和 
「M9 に対する岡山県南部に想定される地震の特徴 

地盤と基礎の揺れ、建物の揺れ」 
 

講演 2（14：20～15：20） 株式会社フジタ地質 竹内 徹・川口浩史 

「岡山県南部の地形、軟弱地盤の分布、液状化マップ 
液状化の判定方法と調査方法」 

 

休憩（15：20～15：30） 
 

講演 3（15：30～16：00） 有限会社 コア構造設計 
構造設計一級建築士 大垣克己 

「液状化地盤に対する基礎設計 
地盤が液状化する場合の基礎と杭の構造設計方法について」

 

講演 4（16：00～16：45） 岡山大学名誉教授 工学博士 竹宮宏和 
「液状化対策の考え方と WIB 工法研究発表」 

 

質疑応答（16：45～17：00） 



「岡山の地盤と液状化対策」講演会 資料 

 

 

 

 

講演 1 

M9 に対する岡山県南部に想定される地震の特徴 

地盤と基礎の揺れ、建物の揺れ 
 

 

講師 E&D テクノデザイン株式会社 
 土木学会認定特別上級土木技術者 
 岡山大学名誉教授 工学博士 竹宮宏和 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「岡山の地盤と液状化対策」研究会 



M9に対する岡山県南部に想定さ

れる地震の特徴

地盤と基礎の揺れ、建物の
揺れ

岡山の地盤と液状化対策研究会代表
岡山大学名誉教授　竹宮宏和

E&Dテクノデザイン㈱



振源からの地震波の伝播

表層地盤の増幅現象

建物の揺れは地盤により大きく異なる



１６０５年の「慶長地震
（M7.9)」
１７０７年の「宝永地震
（M8.6)」は、３地震が連動

して発生、
１８５４年の安政東海地震
（M8.4)、安政南海地震
（M8.4)では二つの地震が

連続して発生

巨大地震が来る！
東南海・南海地震 M8.7

将来３０年間にたいして発生５０％確率地震
調査委員会 ２００４年１２月３１日

昭和南海地震Ｍ8.1（1946年）
　　岡山県域において、震度５の強震、岡山市西大

寺地区では震度６の烈震（震源地に近い高知県を
上回る）であった．

• 死者52人、
• 負傷者162人、

• 全壊家屋１２０１棟
• 全半壊家屋３５４６棟

　　岡山南部の泥や砂の体積軟弱地盤が原因して
いる．



南海地震による岡山県下地震状況図（昭和21年12月21日）

笠岡

高梁川河口

児島湖児島湾周辺



南海地震（１９４６）で亀裂が生じた
岡山市平井の道路

平成17年度

岡山県地震防災
計画策定



５％減衰の加速度応答スペクトル
（想定南海地震）

加速度応答スペクトル(新想定南海地震)
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鳥取県西部地震観測（最大215Gal)
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想定鳥取県西部地震（最大171Gal)
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想定南海地震（最大232Gal)

地震動（地表面）
加速度波形



想定南海地震の影響評価
• 地表面最大加速度は、鳥取県西部地震に比べ大きく、地震

動の継続時間が１１０秒程度と非常に長い．

• その結果、地盤内に発生する液状化の可能性が大である．

• 固有周期の長い構造物（燃料タンク、高層建物）が被害を受
ける危険性が高い．

• 地震調査委員会が平成１６年に公開予定の地震動予測地図
においては、表層地盤の取り扱いが比較的ラフであると考え
られ、岡山地盤研究会が作成したような４次メッシュに基づく
詳細な地盤モデルを利用することにより、精度の高い地震動
の評価が可能である．

加速度応答スペクトル（減衰５％）

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10

周期(sec)

最
大

加
速

度
(

)

鳥取県西部地震観測

想定鳥取県西部地震

想定南海地震



000000000 101010101010101010

kilometerskilometerskilometerskilometerskilometerskilometerskilometerskilometerskilometers

202020202020202020

震度階

震度7以上
震度6強
震度6弱
震度5強
震度5弱
震度4
震度3以下
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地震波の伝播経路過程と増幅

工学的基盤
(Vs=600～800m/sec程度)

地表面

想定
震源断層

震源
特性

伝播特性

表層地盤の
増幅特性

建物等
地上構造物

STEP1

STEP2

•　震源域から発射された地震波は陸のプレート内部を伝わって地表
に達する。地震波のエネルギーは伝播経路の長さが大きくなるととも
に急速に減衰する（距離減衰特性）．
•　一般に堅い地盤では揺れが小さくなるのに対して、軟弱地盤では
揺れが大きくなる。地震波のエネルギーが増幅されて震度が大きくな
る。

　地盤の揺れ（強
震動）の大小は、
震源域での断層
ずれ、地震波の
発射地点からの
距離や表層の地
盤条件

図　解放基盤面と地震地盤面

入射、反射

工学的基盤



地盤の非線形性を等価線形化法により歪依存特性
(G/G0～γ、h～γ)を用いて評価

各層のせん断弾性係数及び減衰定数の歪依存特性を等価線形化法(Idriss and Seed,1968 
Seed andIdriss,1970)

平成19年国土交通省告示第1230号（精算法）または平成12年建設省告示第1457号（簡略法）における地盤増幅率Gs（表層地盤
による加速度の増幅率Gs）の計算

地盤増幅度



地盤と基礎の地震時の揺れ、建物の揺れ

• 地盤

– 地盤増幅

– 液状化

• 基礎構造と地盤

– 地盤支持力

– 基礎の支持力

• 建物の揺れと地盤

– 地盤の卓越周期

– 建物の周期

液状化が発生しやすい要因  

 液状化しやすい 液状化しにくい 

地震力の大きさ 大きな地震力 小さな地震力 

地震の継続時間 長い 短い 

土質 砂質土 粘性土、礫質土 

粒度分布 粒度分布が狭い 粒度分布が広い 

透水性 低い 高い 

密度 小さい 大きい 

地下水位 高い 低い 

有効拘束圧 低い 高い 

飽和度 高い 低い 



地盤の堆積環境によって
判定の必要性を判断

土質の分類や領土分布によっ
て対象土層を絞り込む

FLによる液状化判定

（道路橋示方書、建築学会基準

等価N値と等価加速度の関

係から液状化を判定

液状化判定のフロー

分類 原理 手法

液状化の発生を
防ぐ対策

土の性質の
改良

密度の増大 締め固める

固結 薬液注入、固化材による地盤改良

粒度の改良 土質材料の置き換え

飽和度の低下 地下水位を低下

応力条件や
変形、間隙
水圧に関す
る改良

有効応力の増大 地下水位の低下、プレロード

間隙水圧の消散 ドレーン工法

遮断 地中壁、矢板

せん断変形の抑制 地盤の拘束

液状化の発生は許容
構造被害を防止、軽減

堅固な地盤に支持 杭基礎

基礎の強化 増し杭、布基礎の強化

地盤変位への追随 フレキシブルジョイント

液状化対策の原理



「岡山の地盤と液状化対策」講演会 資料 
 

 

 

 

講演 2 

岡山県南部の地形、軟弱地盤の分布、液状化マップ 

液状化の判定方法と調査方法 
 

 

 

 

講師 株式会社 フジタ地質 
 竹内 徹・川口浩史 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「岡山の地盤と液状化対策」研究会 
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2012/5/291

岡山の地盤と液状化対策
岡山県南部の地形,軟弱地盤の分布、

液状化マップ、液状化判定法

株式会社　フジタ地質
竹内　徹・川口浩史

2012/5/292

はじめ
2011年3月11日　14時46分

東北地方太平洋沖地震（M9.0）発生　日本観測史上最大　

　　　　岡山市内の深度100m観測孔地下水位
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地震発生(3/11 14:46)

約1,000km離れた岡山の
地下も地震の影響が見られる
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2012/5/293

地殻

地殻
•大陸部で60km
•海洋部で6km

2012/5/294

土の生成と地層の形成

物理・化学的風化作用 浸食・運搬・堆積作用

母　岩母　岩 風化土風化土

堆積土堆積土

圧密・続成・変成・火成作用
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2012/5/295

地質時代の区分と地層

2012/5/296

岡山県南部の地盤
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2012/5/297

岡山県南部の地盤形成モデル

20,000年前
(氷河期)

7,000年前
(縄文改進期)

現　在

海水

2012/5/298

最終氷期(20,000年前)の西日本

日本第四紀地図太平洋

最終氷期の陸域

谷底低地
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2012/5/299

7,000年前　縄文時代の岡山

2012/5/2910

吉備の穴海と貝塚

●：貝塚
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2012/5/2911

吉備の穴海(7,000年前の縄文改進期頃)

作成：株式会社　フジタ地質(国土地理院発行　数値地図及びカシミール3D使用)

2012/5/2912

吉備の穴海(7,000年前の縄文改進期頃)

作成：株式会社　フジタ地質(国土地理院発行　数値地図及びカシミール3D使用)
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2012/5/2913

中世（戦国時代）の古城と岡山

●：城跡

2012/5/2914

岡山平野の干拓史
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2012/5/2915

明治21年の岡山平野（20万分1地形図）

2012/5/2916

昭和22年の水島
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2012/5/2917

岡山平野断面図

国道2号線(東西)

国道30号線～国道53号線～県道27号線(南北)

2012/5/2918

岡山の主な地層区分

50以上(50)

50以上(50)

50以上(50)

50以上(50)

10～50(20)

20～50(35)

20～50以上(40)

5～20(8)

10～25(15)

5～30(10)

0～2(0)

3(3)

0～2(0)

0～3(0)

N値(平均)

花崗岩類の上部に分布する基盤岩

岡山南東部に分布する基盤岩

岡山南部の基盤岩

洪積礫質土層下部や丘陵地を形成す
る層

礫質土層下部や児島湾周辺に砂質土
と互層状に分布する層、

礫質土層下部や児島湾周辺に分布す
る層

洪積層の

洪積礫質土層上部に分布する有機物
や火山灰を含む層

洪積礫質土層上部に分布する層

沖積層の基底部に分布する層

海性の起源の非常に緩い層

表層付近に分布する扇状地性の層

表層に分布する緩い層

耕作土、盛土、埋土

備　考

T表　　土　　層現　　世

As2第 2 砂 質 土 層

Ag礫 質 土 層

第三紀

第四紀

山 砂 利 層

Ry流 紋 岩 類

Pls堆 積 岩 類古生代

Yg

Dc2第 2 粘 性 土 層

Ds2第 2 砂 質 土 層

Dg礫 質 土 層

Dc1第 1 粘 性 土 層

Ac粘 性 土 層

第 1 砂 質 土 層

第 1 砂 質 土 層

Gr花 崗 岩 類
中生代

Ds1

洪積世

As1

記号

沖積世

新
生
代

地　　層　　名時代区分
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2012/5/2919

平成17年10月　「表層地盤のゆれやすさ全国マップについて」
内閣府政策統括官　各自治体防災情報

2012/5/2920

平成22年6月　内閣府(防災担当)　
都道府県別地震被害想定概要集

南海トラフを震源域とした震度階級

南海トラフの巨大地震モデル検討会
(平成24年3月31日)

　　　　岡山の震度階級
　　　　5強　→　6強　
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2012/5/2921

平成22年6月　内閣府(防災担当)　
都道府県別地震被害想定概要集

南海トラフを震源域とした場合の液状化指数

2012/5/2922

岡山平野の主な地震履歴

出典：独立行政法人　防災科学研究所　「全国地震動予測地図」作成手法の検討
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2012/5/2923

岡山平野の主な地震履歴

負傷者1人。7.2(平成7年兵庫県南部地震)
1995.1.17

(平成 7)

家屋全壊118棟、半壊141棟、社寺半壊18棟。－美作(大庭地震)
1711.2.1

(正徳 1)

大地震と大津波あり。家屋全半壊27棟。死者多数。8.6南海トラフ(宝永地震)
1707.10.28

(宝永 4)

負傷者1人、住家一部損壊18棟。6.7(平成13年芸予地震)
2001.3.24

(平成13)

負傷者18人、住宅全壊7棟、住宅半壊31棟。7.3(平成12年鳥取県西部地震)
2000.10.6

(平成12)

美作で死者2人、住宅倒壊200棟余。6.5伯耆・美作
1710.10.3

(宝永 7)

大地震と大津波あり。家屋全半壊2,600棟。死傷者多数。8.4南海トラフ(安政南海地震)
1854.12.24

(安政 1)

因伯両国で死者4人、家屋倒壊380棟。6 ¼因幡・伯耆箒
1711.3.19

(正徳 1)

岡山平野で被害が大。死者51人、負傷者187人、建物全壊1,200棟、建
物半壊2,346棟。

(播磨諸群の官舎・諸定額寺の堂塔ことごとく崩れ倒れた。)

岡山県内の主な被害(全国での被害)

8.0

7.1

M

南海トラフ(昭和南海地震)

播磨・山城

地域(名称)

1946.12.21 
(昭和21)

868.8.3

(貞観10)

西暦
(和暦)

液状化が確認

出典：独立行政法人　防災科学研究所　「全国地震動予測地図」作成手法の検討

2012/5/2924

岡山平野の干拓地域と液状化履歴

●：宝永地震(1707)　　　　 ●：安政南海地震(1854)
●：昭和南海地震(1946)　 ●：鳥取県西部地震(2000)
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2012/5/2925

岡山平野のデジタル標高地図

2012/5/2926

岡山エリア
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2012/5/2927

倉敷エリア

2012/5/2928

独立行政法人防災科学技術研究所(NIED)
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2012/5/2929

地震ハザードステーション(震度階級)

2012/5/2930

地震ハザードステーション(揺れやすさ)
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2012/5/2931

参考Web

地震ハザードステーション　独立行政法人　防災科学技術研究所

ハザードマップポータルサイト　国土交通省
　　　　　・洪水ハザードマップ

　　　　　・内水ハザードマップ

　　　　　・高潮ハザードマップ

　　　　　・津波ハザードマップ

　　　　　・土砂災害ハザードマップ

　　　　　・火山ハザードマップ

　　　　各市町村が公開しているハザードマップのリンクを掲載。

地震の揺れやすさ全国マップ　内閣府　各自治体防災情報

都道府県別地震被害想定概要集　内閣府(防災担当)

統合地質図データベース　独立行政法人　産業総合研究所

電子国土ポータル　国土交通省　国土地理院

基盤地図情報　数値標高モデル(5mメッシュ標高)・縮尺レベル25000　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通省　国土地理院

国土地盤情報検索サイト“KuniJiban”　　独立行政法人　土木研究所

岡山県地盤情報　　　岡山地質情報活用協議会　



2.2.液状化の判定方法と調査液状化の判定方法と調査方法方法

出典：岡山県総務部危機管理課出典：岡山県総務部危機管理課HP HP おかやま防災ナビおかやま防災ナビ

液状化危険度液状化危険度(PL(PL値値))分布図分布図 ((南海トラフの地震南海トラフの地震))

2.2.液状化の判定方法と調査液状化の判定方法と調査方法方法

22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

22--3. 3. 液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

22--2. 2. 液状化判定の基準液状化判定の基準

22--4. 4. 簡易液状化判定の結果例簡易液状化判定の結果例



22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

○○液状化現象による被害液状化現象による被害

引用：引用：吉嶺充俊吉嶺充俊, , 地震被害写真集地震被害写真集,,首都大学東京首都大学東京 土質研究室土質研究室, 2001, 2001--20112011
　　　　　　http://http://geotgeot.civil..civil.uesues..tmutmu.ac..ac.jpjp/archives//archives/eqeq//indexindex--jj.html.html　　　　　　

支持力が低下し、建物や塀等に支持力が低下し、建物や塀等に
沈下・傾きが生じる沈下・傾きが生じる

浮力が生じ、マンホール等が浮浮力が生じ、マンホール等が浮
き上がる。き上がる。

噴砂現象により通行や排水に支障が出る噴砂現象により通行や排水に支障が出る

22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

○○地盤とは、土粒子・間隙地盤とは、土粒子・間隙((水・空気水・空気))で構成されている。で構成されている。

○液状化しやすい地盤とは、○液状化しやすい地盤とは、

粒径が均一な中粒砂からなる砂質土・緩い状態・地下水面以下の飽和土

土粒子土粒子

間隙間隙((水水))

σσ’’ σσ’’ σσ’’

σσ’’ σσ’’ σσ

σσ’’ σσ’’ σσ’’

σσ

σσ

σσ

σσ’’

uu uu

uuuu

通常の地盤中では砂粒通常の地盤中では砂粒((土粒子土粒子))同士が同士が

接しており、この接点を通じて作用接しており、この接点を通じて作用

する支えあう力と間隙内に生じる水圧する支えあう力と間隙内に生じる水圧
とが、周囲の圧力とつり合うことにより安とが、周囲の圧力とつり合うことにより安
定な状態を保っている。定な状態を保っている。

σσ::全応力全応力
　　 ((土粒子に作用する全圧力土粒子に作用する全圧力))

σσ’’::有効応力有効応力

　　 ((土粒子相互に作用する力土粒子相互に作用する力))

u :u :間隙水圧間隙水圧
((土粒子間隙の圧力土粒子間隙の圧力))

σσ= = σσ’’ + u+ u



22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

土粒子が互いに接触し土粒子が互いに接触し
ている。ている。

地震前地震前 地震中地震中

σσ= = σσ’’ + u+ u

地震が発生すると地盤は地震が発生すると地盤は
繰返しのせん断変形を受ける。繰返しのせん断変形を受ける。

緩い状態の砂質土は体積を緩い状態の砂質土は体積を
減少しようとする。減少しようとする。
((負のダイレイタンシー負のダイレイタンシー))

間隙水圧の上昇間隙水圧の上昇

有効応力の低下有効応力の低下

有効応力有効応力σσ’’ = 0= 0

液状化液状化土粒子の接触が失われ、土粒子の接触が失われ、
浮遊した状態。浮遊した状態。

22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

液状化液状化

せん断強度の低下せん断強度の低下

土のせん断強度土のせん断強度

ττff = c + = c + σσ’’・・tan tan φφ

ττf f ：： 土のせん断強度土のせん断強度

c c ：： 粘着力粘着力

σσ’’ ：： 有効応力有効応力

φφ：： 内部摩擦角内部摩擦角

地震後地震後

排水排水

噴砂現象噴砂現象

沈下沈下

地表面の重たい構造物は地表面の重たい構造物は
沈下・傾き沈下・傾き

浮力が生じる浮力が生じる
地中の軽い構造物は地中の軽い構造物は

浮き上がる浮き上がる

上向きの浸透流を上向きの浸透流を
引き起こす引き起こす

噴砂現象噴砂現象

地震後は土粒子が沈降し、地震後は土粒子が沈降し、
地震前より間隙が縮小地震前より間隙が縮小 地盤の沈下地盤の沈下



22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

安定した状態の地盤安定した状態の地盤

間隙水圧の上昇間隙水圧の上昇

有効応力の低下有効応力の低下

液状化液状化((せん断強度の低下せん断強度の低下))

地震前地震前 地震中地震中 地震後地震後

間隙水圧の消散間隙水圧の消散

有効応力の回復有効応力の回復

間隙の縮小間隙の縮小((沈下沈下))

排水排水

噴砂現象噴砂現象

沈下沈下
・・

22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

○○液状化しやすい地盤とは、液状化しやすい地盤とは、

粒径が均一な中粒砂からなる砂質土・緩い状態・地下水面以下の飽和土

粒径が均一な中粒砂からなる砂質土・緩い状態
砂質土は透水層であるが、粒径が均一な中粒砂を主体とする土は砂質土は透水層であるが、粒径が均一な中粒砂を主体とする土は

地震時には非排水条件になりやすい。地震時には非排水条件になりやすい。
緩い状態の土とは、間隙が大きい。緩い状態の土とは、間隙が大きい。

地震が起きた際に体積が減少しやすく、間隙地震が起きた際に体積が減少しやすく、間隙
水が排水されず、間隙水圧が上昇。水が排水されず、間隙水圧が上昇。

地下水面以下の飽和土
液状化とは、土粒子が水の中に浮遊した状態のことを言液状化とは、土粒子が水の中に浮遊した状態のことを言
うため、水の存在は不可欠である。うため、水の存在は不可欠である。



礫質土はは砂質土と同様に土粒子が認識でき、この土粒子が互いに接触し合った単粒構と同様に土粒子が認識でき、この土粒子が互いに接触し合った単粒構

造となっている。造となっている。
○○単 粒 構 造 →地震時に有効応力がなくなれば粒子がばらけやすい。
○○間隙が大きい→地震時に間隙水圧が上昇しやすい。
○○透水性が高い→地震時に非排水条件になりにくい。
　ただし、土は礫のみで構成されていることは希であり、礫の間には　ただし、土は礫のみで構成されていることは希であり、礫の間には
　砂や粘土も含むため、　砂や粘土も含むため、非排水条件となる場合がある。場合がある。

22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

土は大きく分けると土は大きく分けると 礫質土 ・・ 砂質土 ・・ 粘性土 に区分される。に区分される。

礫質土 砂質土 粘性土

単粒構造単粒構造 蜂の巣構造蜂の巣構造

礫質土はは液状化する可能性がある土

粘性土はは礫質土やや砂質土とは構造が大きく異なっている。とは構造が大きく異なっている。
土粒子が非常に小さく、表面に電荷を帯び、水分子やイオンを吸着するので、土粒子が非常に小さく、表面に電荷を帯び、水分子やイオンを吸着するので、
土粒子間の接触には、粘着力が働き、蜂の巣構造を形成して安定な状態を保つ。土粒子間の接触には、粘着力が働き、蜂の巣構造を形成して安定な状態を保つ。

粘性土は間隙は礫質土や砂質土より大きく、地震時には間隙水圧の上昇が見られ、有粘性土は間隙は礫質土や砂質土より大きく、地震時には間隙水圧の上昇が見られ、有
効応力が低下するが、土粒子間に働く粘着力により互いにばらけることがないため、効応力が低下するが、土粒子間に働く粘着力により互いにばらけることがないため、
土粒子が水の中に浮遊した状態にはならない。土粒子が水の中に浮遊した状態にはならない。

22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

土は大きく分けると土は大きく分けると 礫質土 ・・ 砂質土 ・・ 粘性土 に区分される。に区分される。

礫質土 砂質土 粘性土

単粒構造単粒構造 蜂の巣構造蜂の巣構造

粘性土はは液状化する可能性がない土



22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

土は大きく分けると土は大きく分けると 礫質土 ・・ 砂質土 ・・ 粘性土 に区分される。に区分される。

(mm)(mm)

細粒分細粒分

礫礫砂砂

粗粒分粗粒分 石分石分

石石

粘土粘土
中礫中礫細礫細礫粗砂粗砂中砂中砂細砂細砂

シルトシルト

粒径粒径

巨石巨石

((ポルダーポルダー))

粗石粗石

（コブル）（コブル）
粗礫粗礫

0.0050.005 0.0750.075 0.250.25 0.850.85 2.02.0 4.754.75 1919 7575 300300

土質材料土質材料
((石分＝石分＝0%)0%)

岩石材料岩石材料
((石分≧石分≧50%)50%)

土を構成する土粒子はその粒径によって礫・砂・シルト・粘土に土を構成する土粒子はその粒径によって礫・砂・シルト・粘土に
区分される。区分される。

土は、これらの土粒子が種々の割合で混じり合ってできている。土は、これらの土粒子が種々の割合で混じり合ってできている。

土粒子の粒径による区分とその呼び名土粒子の粒径による区分とその呼び名

22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

地盤材料の工学的分類方法地盤材料の工学的分類方法

粗粒土粗粒土
((粗粒分粗粒分＞＞50%50%))

細粒土細粒土
((細粒分細粒分＞＞50%50%))

地盤材料地盤材料

礫質土礫質土

((礫分礫分＞砂分＞砂分))
砂質土砂質土
((砂分砂分＞礫分＞礫分))

粘性土粘性土
((シルトシルト(M)(M)及び粘土及び粘土(C)(C)はは
塑性図で分類塑性図で分類))

分類記号分類記号 質量構成比質量構成比

○○○○質質 15%15%以上以上50%50%未満未満

○○○○混り混り 　　5%5%以上以上15%15%未満未満

特になし特になし 　　5%5%未満未満

基本となる土質基本となる土質

補助となる土質補助となる土質



22--1. 1. 液状化のメカニズム液状化のメカニズム

地盤材料の工学的分類方法地盤材料の工学的分類方法

細粒土細粒土 粗粒土粗粒土
工学的分類工学的分類

粘土粘土 シルトシルト 砂砂 礫礫

8%8% 12%12% 75%75% 5%5%
礫混り細粒分質砂礫混り細粒分質砂

細粒分　細粒分　 20%20% 粗粒分　粗粒分　 80%80%

粗粒土粗粒土
((粗粒分粗粒分＞＞50%50%))

分類記号分類記号 質量構成比質量構成比

○○○○質質 15%15%以上以上50%50%未満未満

○○○○混り混り 　　5%5%以上以上15%15%未満未満

特になし特になし 　　5%5%未満未満

基本となる土質基本となる土質

補助となる土質補助となる土質

細粒土細粒土
((細粒分細粒分＞＞50%50%))

礫質土礫質土
((礫分礫分＞砂分＞砂分))

砂質土砂質土
((砂分砂分＞礫分＞礫分))

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

指針・基準名指針・基準名 備考備考

建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針 日本建築学会日本建築学会

道路橋示方書・同解説道路橋示方書・同解説 耐震設計編耐震設計編 日本道路協会日本道路協会

港湾の施設の技術上の基準・同解説港湾の施設の技術上の基準・同解説 日本港湾協会日本港湾協会

鉄道構造物等設計標準・同解説鉄道構造物等設計標準・同解説 国土交通省鉄道局国土交通省鉄道局

水道施設耐震工法指針・同解説水道施設耐震工法指針・同解説 日本水道協会日本水道協会

下水道施設の耐震対策指針と解説下水道施設の耐震対策指針と解説 日本下水道協会日本下水道協会 道路橋示方書と同様道路橋示方書と同様

共同溝設計指針共同溝設計指針 日本道路協会日本道路協会
道路橋示方書道路橋示方書(S.55)(S.55)と同と同

様様

危険物の規制に関する技術上の規準の危険物の規制に関する技術上の規準の
細目を定める告示細目を定める告示

総務省総務省
道路橋示方書道路橋示方書(H.2)(H.2)と同と同

様様

埋立地の液状化対策ハンドブック埋立地の液状化対策ハンドブック 国土交通省港湾局国土交通省港湾局

高圧ガス設備等耐震設計指針高圧ガス設備等耐震設計指針 高圧ガス保安協会高圧ガス保安協会

液状化の判定方法は、各機関から指針及び基準が出されている。液状化の判定方法は、各機関から指針及び基準が出されている。



22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針

対象とすべき土層対象とすべき土層

○○飽和土層。。

○地表面から○地表面から20m程度以浅の以浅の

　　沖積層。。

○○細粒分含有率が35％以下の土。の土。

　ただし、細粒分含有率が　ただし、細粒分含有率が3535％％　以　以
上でも上でも粘土分(0.005mm以下　の粒
径を持つ土粒子)含有率が　10％以
下、または塑性指数が　15％以下の

埋立あるいは盛土　地盤は液状化の　地盤は液状化の
検討を行う。検討を行う。

※※細粒土を含む礫や透水性の細粒土を含む礫や透水性の
　低い土層に囲まれた礫は　低い土層に囲まれた礫は
　液状化の検討を行う。　液状化の検討を行う。

液状化判定方法液状化判定方法((FFLL法法))

FFLL値とは、ある地点での計算深度毎の値とは、ある地点での計算深度毎の

液状化発生に対する安全率であり、液状化発生に対する安全率であり、
FFLL値＞値＞1.01.0：液状化する可能性なし：液状化する可能性なし
FFLL値≦値≦1.01.0：液状化する可能性あり：液状化する可能性あり

FFL L = = RR / / LL
RR：液状化抵抗比：液状化抵抗比
LL：等価な繰返しせん断応力比：等価な繰返しせん断応力比

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針

τd：水平面に生じる等価な一定繰返し

　せん断応力振幅(kN/m2)

σ′z ：検討深さにおける有効土被り圧

　 　　(鉛直有効応力)　(kN//m2)

γn ：等価な繰返し回数に関する補正係数

　　 γ
n
＝0.1(M-1)、Mは地震のマグニチュード

αmax：地表面における設計用水平加速度(Gal)

g：重力加速度(980Gal)

σz ：検討深さにおける全土被り圧

(鉛直全応力)(kN//m2)

γd ：地盤が剛体でないことによる低減係数

(1－0.015z)

zはメートル単位で表した地表面からの検討深さNa ：
補正N値

N
1

：換算N値

ΔNf：細粒土含有率に応じた補正N値増分

C
N

：拘束圧にに関する換算係数

Ｎ：トンビ法または自動落下による実測N値
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建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針 ：等価な繰り返し回数に関する：等価な繰り返し回数に関する
　補正係数　補正係数nr

max：地表面における：地表面における
　　 設計用水平加速度設計用水平加速度 (cm/s(cm/s22))
　　

・損傷限界検討用　・損傷限界検討用　150150～～200200 (cm/s(cm/s22))
・終局限界検討用　・終局限界検討用　350350 (cm/s(cm/s22))

11.0 Mrn ：： M(マグニチュードマグニチュード))

g：重力加速度：重力加速度((980 cm/s980 cm/s22))

z：検討深度における全土被り圧：検討深度における全土被り圧
　　((鉛直全応力鉛直全応力))((kNkN/m/m22))

dr ：地盤が剛体でないことによる：地盤が剛体でないことによる
　低減係数　低減係数

zrd 015.01
：： zz((メートル単位で表したメートル単位で表した

地表面からの検討深さ地表面からの検討深さ))

LL：等価な繰返しせん断応力比：等価な繰返しせん断応力比

d
z

z
n

z

d r
g

rL '
max

'

：水平面に生じる等価な一定繰返し：水平面に生じる等価な一定繰返し
　せん断応力振幅　せん断応力振幅((kNkN/m/m22))d

'
z
：検討深度における有効土被り圧：検討深度における有効土被り圧
　　((鉛直有効応力鉛直有効応力)()(kNkN/m/m22))

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針

LL：等価な繰返しせん断応力比：等価な繰返しせん断応力比

d
z

z
n

z

d r
g

rL '
max

'

：水平面に生じる等価な一定繰返し：水平面に生じる等価な一定繰返し
　せん断応力振幅　せん断応力振幅((kNkN/m/m22))d

'
z
：検討深度における有効土被り圧：検討深度における有効土被り圧
　　((鉛直有効応力鉛直有効応力)()(kNkN/m/m22))

：等価な繰り返し回数に関する：等価な繰り返し回数に関する
　補正係数　補正係数nr

11.0 Mrn ：： M(マグニチュードマグニチュード))

M(マグニチュードマグニチュード))＝＝ 7.57.5



22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針

補正補正NN値値((NNaa))

1N ：換算：換算NN値値

fa NNN 1

NCN N1
'/98 zNC

NC ：拘束圧に関する換算係数：拘束圧に関する換算係数

fN ：細粒分含有率：細粒分含有率FFccに応じた補正に応じた補正NN値増分値増分

N ：トンビ法又は自動落下法による実測：トンビ法又は自動落下法による実測NN値値

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針

RR：液状化抵抗比：液状化抵抗比

'
z

lR

補正補正NN値と液状化抵抗、値と液状化抵抗、
動的せん断ひずみの関係より動的せん断ひずみの関係より
限界せん断ひずみ曲線限界せん断ひずみ曲線55％％を用いて求を用いて求

める。　める。　

：水平面における液状化抵抗：水平面における液状化抵抗l
'
z
：検討深度における有効土被り圧：検討深度における有効土被り圧
　　((鉛直有効応力鉛直有効応力)()(kNkN/m/m22))



22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

道路橋示方書道路橋示方書

液状化判定方法液状化判定方法((FFLL法法))

FFLL値とは、ある地点での計算深度毎の値とは、ある地点での計算深度毎の

液状化発生に対する抵抗率であり、液状化発生に対する抵抗率であり、
FFLL値＞値＞1.01.0：液状化する可能性なし：液状化する可能性なし
FFLL値≦値≦1.01.0：液状化する可能性あり：液状化する可能性あり

FFL L = = RR / / LL
RR：動的せん断強度比：動的せん断強度比
LL：地震時せん断応力比：地震時せん断応力比

対象とすべき土層対象とすべき土層

沖積砂質土層で以下の沖積砂質土層で以下の33つの条件すつの条件す
べてに該当する場合べてに該当する場合

○地下水位は現地盤面から○地下水位は現地盤面から10m10m
　　以内にあり、かつ、現地盤面　か以内にあり、かつ、現地盤面　か
らら20m程度以内の深さに存在　する以内の深さに存在　する

飽和土層。。

○○細粒分含有率Fcが35％以下の　土、の　土、
又は又はFcFcがが3535％％を超えても　を超えても　塑性指数
Ipが15以下の土層。の土層。

○平均粒径○平均粒径DD5050がが10mm10mm以下で、　か以下で、　か
つ、つ、1010％％粒径粒径DD1010がが1mm1mm以下　であ以下　であ

る土層。る土層。

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準 道路橋示方書道路橋示方書

FL：液状化に対する抵抗率

R ：動的せん断強度比

L ：地震時せん断応力比

cw：地震動特性による補正係数

RL：繰返し三軸強度比

rd：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

khc：設計水平震度

σv：全上載圧(kN/m2)

σ’v：有効上載圧(kN/m2)

x ：地表面からの深さ(m)

γt1：地下水位面より浅い位置での

　　 土の単位体積重量(kN/m3)

γt2：地下水位面より深い位置での

　　 土の単位体積重量(kN/m3)

γ’t2：地下水位面より深い位置での

　　 土の有効単位体積重量(kN/m3)

hw ：地下水位の深さ(m)

RL：繰返し三軸強度比

NL：標準貫入試験から得られるN値

N1：有効上載圧100kN/m2相当に換算したN値

Na：粒度の影響を考慮した補正N値

c1, c2：細粒分含有率によるN値の補正係数

FC：細粒分含有率(%) 

(粒径75μm以下の土粒子の通過質量百分率)

D50：平均粒径(mm)

○地震動タイプ

タイプI ；発生頻度が低いプレート境界に生じる海洋性の大規模な地震動

タイプII；平成7年 兵庫県南部地震のような内陸直下型地震による地震動



22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

道路橋示方書道路橋示方書 ○○耐震設計上の基盤面耐震設計上の基盤面

対象地点に共通する広がりを持つ、対象地点に共通する広がりを持つ、
十分堅固な地盤の上面十分堅固な地盤の上面

VVsisiは弾性波探査やは弾性波探査やPSPS検層によって検層によって

測定するのが望ましいが、実測値が測定するのが望ましいが、実測値が
ない場合はない場合はNN値から推定してもよい。値から推定してもよい。

十分堅固な地盤とは、十分堅固な地盤とは、
せん断弾性波速度せん断弾性波速度 300 m/s 300 m/s 程度より程度より

　　　粘性土層では　　　粘性土層ではNN値値 2525
　　　　　　砂質土層では砂質土層ではNN値値 5050

I I 種地盤　良好な洪積地盤及び岩盤種地盤　良好な洪積地盤及び岩盤

III III 種地盤　沖積地盤のうち軟弱地盤種地盤　沖積地盤のうち軟弱地盤

II II 種地盤　種地盤　 I I 種・種・ III III 種地盤のいずれ種地盤のいずれ

　　　　　にも属さない洪積地盤　　　　　にも属さない洪積地盤
　　　　　及び沖積地盤　　　　　及び沖積地盤

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

道路橋示方書道路橋示方書

相当深く調査をしても耐震設計上の基盤面が現れない場合は、相当深く調査をしても耐震設計上の基盤面が現れない場合は、
洪積層と沖積層の層厚より地盤種別の分類を行ってもよい。洪積層と沖積層の層厚より地盤種別の分類を行ってもよい。



22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準 道路橋示方書道路橋示方書

○地震動タイプ

タイプI ；発生頻度が低いプレート境界に生じる海洋性の大規模な地震動

タイプII；平成7年 兵庫県南部地震のような内陸直下型地震による地震動

タイプI 

タイプII

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準 道路橋示方書道路橋示方書

○地震動タイプ

タイプI ；発生頻度が低いプレート境界に生じる海洋性の大規模な地震動

タイプII；平成7年 兵庫県南部地震のような内陸直下型地震による地震動

タイプI (振動型波形)

タイプII(衝撃型波形)



22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

道路橋示方書道路橋示方書

0hgzhg kck
hgk ：レベル：レベル22地震動の地盤面における地震動の地盤面における

　設計水平震度　設計水平震度

zc ：地域別補正係数：地域別補正係数

地域別補正係数の地域区分地域別補正係数の地域区分

0hgk ：レベル：レベル22地震動地震動((タイプタイプⅠⅠ・タイプ・タイプⅡⅡ))
　　の地表面における設計水平震度のの地表面における設計水平震度の
　標準値　標準値((地盤種別により設定地盤種別により設定))

AA：：cczz=1.0=1.0
BB：：cczz=0.85=0.85
CC：：cczz=0.7=0.7

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準 道路橋示方書道路橋示方書

RL：繰返し三軸強度比

N1：有効上載圧100kN/m2相当に換算したN値

RLは繰返し回数20回で軸ひずみ両振幅が

5％に達するに要するせん断応力片振幅を

初期有効拘束圧で除した比である。



22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準 道路橋示方書道路橋示方書

同図に示す補正N値ΔN1 は、同じRL 値を

有する細粒分の少ない砂質土のN1 値と

細粒分を含む砂質土のN1 値との差である

データにバラツキが大きいものの、

右上がりの傾向であることがわかる。

つまり、同じN1 値であれば、

細粒分を多く含む砂質土のRL 値は

細粒分の少ない砂質土に比べて大きい、

あるいは、同じRL 値であれば、

細粒分を多く含む砂質土のN1 値は

細粒分の少ない砂質土に比べて小さい

22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準 道路橋示方書道路橋示方書

地盤の液状化の発生の有無、あるいは

液状化の程度は地震動の大きさだけでは

なく、地震動の繰返し特性に強く支配される。

地震動波形に最大振幅に近い大きな振幅の波が

多く含まれている。

振動型波形(タイプⅠ)

最大振幅が衝撃的に発生する

衝撃型波形(タイプⅡ)

振動型波形(タイプⅠ)の方が液状化が

発生しやすい。

同図よりタイプⅡの地震動ではRL 値が大きいほど

cw の値が大きくなっていることが分かる。

言い換えれば、

衝撃型波形(タイプⅡ)に対して、RL 値が大きな土では

、液状化に対するねばりがある。



22--2.2.液状化判定の基準液状化判定の基準

液状化に対する抵抗率液状化に対する抵抗率FFLLは、ある地点での計算深度毎の液状化の程度をは、ある地点での計算深度毎の液状化の程度を
示す指数であるのに対し、計算深度ではなく、計算地点示す指数であるのに対し、計算深度ではなく、計算地点((地盤全体として地盤全体として))での液での液
状化の程度を示す指数として、液状化指数状化の程度を示す指数として、液状化指数 PPLL値が提案されている。値が提案されている。

液状化指数液状化指数 PLPL値値

道路橋示方書道路橋示方書

基礎の耐震設計で流動化の影響を考慮する場合に用いられる。基礎の耐震設計で流動化の影響を考慮する場合に用いられる。

建築物の構造関係技術基準解説書建築物の構造関係技術基準解説書

液状化の影響度を示す指標。液状化の影響度を示す指標。
PPLL値と液状化の危険度の関係が値と液状化の危険度の関係が

示されている示されている

22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針

○○飽和土層。。

○地表面から○地表面から20m程度以浅の以浅の

　　沖積層。。

○○細粒分含有率が35％以下の土。の土。
　ただし、細粒分含有率が　ただし、細粒分含有率が3535％％　以　以
上でも上でも粘土分(0.005mm以下　の粒
径を持つ土粒子)含有率が　10％以
下、または塑性指数が　15％以下の

埋立あるいは盛土　地盤は液状化の　地盤は液状化の
検討を行う。検討を行う。

道路橋示方書道路橋示方書

○○地下水位は現地盤面から地下水位は現地盤面から10m10m
　　以内。以内。

○現地盤面から○現地盤面から20m程度以内の以内の

　深さに存在する　深さに存在する飽和土層。。

○○細粒分含有率Fcが35％以下の　土、の　土、
又は又はFcFcがが3535％％を超えても　を超えても　塑性指数
Ipが15以下の土層。の土層。

○平均粒径○平均粒径DD5050がが10mm10mm以下で、　か以下で、　か
つ、つ、1010％％粒径粒径DD1010がが1mm1mm以下　であ以下　であ

る土層。る土層。

地層構成、地層構成、NN値、地下水位、湿潤密度試験値、地下水位、湿潤密度試験((単位体積重量単位体積重量))

粒度試験、液性限界・塑性限界試験粒度試験、液性限界・塑性限界試験



22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

ボーリング調査ボーリング調査 軟弱～硬質な地層の掘削が可能で、軟弱～硬質な地層の掘削が可能で、
掘削孔を利用し、原位置試験・試料採取を行い、掘削孔を利用し、原位置試験・試料採取を行い、
地層構成、地盤のN 値、地下水位を調べます。を調べます。

○○標準貫入試験標準貫入試験
　地盤の　地盤のNN値を測定、採取した試料より値を測定、採取した試料より

　地層構成の把握を行う。　　地層構成の把握を行う。　

○○サンプリングサンプリング
　室内土質試験用の乱れの少ない試料採取　室内土質試験用の乱れの少ない試料採取
　を行う。　を行う。
　土質や　土質やN N 値により様々な採取方法がある。値により様々な採取方法がある。

○○PSPS検層・密度検層検層・密度検層

　地盤の弾性波速度　地盤の弾性波速度((PP波速度・波速度・SS波速度波速度))、　密、　密

度を求める。　度を求める。　

22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査
地盤の強度を判定するための地盤の強度を判定するためのNN値を値を

求めるとともに、試料を採取する。求めるとともに、試料を採取する。

63.5±0.5kgのドライブハンマーを

76±1cmの高さから落下

標準貫入試験用サンプラーを

地盤に30cm打ち込むのに要する

打撃回数（○回/30cm)を求める。

試験方法試験方法

標準貫入試験標準貫入試験

標準貫入試験用サンプラー 打撃回数

試料採取 N 値

地層構成の把握

室内土質試験
地盤の強度



22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

ボーリング調査ボーリング調査結果より作成される土質柱状図結果より作成される土質柱状図

地層構成地層構成

深さ・層厚深さ・層厚
土質名土質名

色調・観察記事色調・観察記事

標準貫入試験標準貫入試験

試験深度試験深度
NN 値値

採取試料採取試料

採取深度採取深度
試験位置・内容試験位置・内容

22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

室内土質試験室内土質試験

試験項目試験項目 規格・基準規格・基準 試験の目的試験の目的 結果から得られる主な値結果から得られる主な値

物
理
試
験

物
理
試
験

土の粒度試験土の粒度試験 JIS A 1204
JGS 0131 

土の粒度を求める土の粒度を求める 最大粒径最大粒径 (mm)(mm)
粒径加積曲線と各粒径粒径加積曲線と各粒径

均等係数均等係数 ＵＵcc

曲率係数曲率係数 ＵＵcc’’

土の液性限界土の液性限界

　・塑性限界試験　・塑性限界試験

JIS A 1205
JGS 0141 

土の液性限界、土の液性限界、

塑性限界、塑性指数を塑性限界、塑性指数を
求める求める

コンシステンシー指数コンシステンシー指数 IIcc

液性限界液性限界 ｗｗLL　　(%)(%)
流動曲線流動曲線((流動指数流動指数ＩＩf f ))

塑性限界塑性限界 ｗｗPP　　(%)(%)
塑性指数塑性指数 ＩＩPP

土の湿潤密度試験土の湿潤密度試験 JIS A 1225
JGS 0191

土の湿潤密度を土の湿潤密度を

求める求める

湿潤密度湿潤密度 ρρtt　　(g/cm(g/cm33))
乾燥密度乾燥密度 ρρdd　　(g/cm(g/cm33))



22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

土の粒度試験土の粒度試験

ふるい分析ふるい分析

沈降分析沈降分析

75～0.075mmの13種類のふるいを通過

させ、各ふるいに残った試料の質量を
測定する。

礫・砂分を対象

0.075mmの試料を対象とし、水を

加えた懸濁液の比重を所定時間毎に測
定(粒径の大きな土粒子から

早く沈んでいき、懸濁水の比重は徐々
に小さくなる)、この比重の

経時変化より懸濁水に含まれる
土粒子の粒径とその割合を求める。

粘土・シルト分を対象

22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

土の粒度試験土の粒度試験



22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

土の液性限界・塑性限界試験土の液性限界・塑性限界試験

液性限界試験液性限界試験

塑性限界試験塑性限界試験

液性限界とは土が塑性状態から液状に
移る時の含水比をいい、試験方法では流動
曲線において、黄銅皿の溝が合流する時の
落下回数が25回に相当する

含水比と規定している。

塑性限界とは土が塑性状態から
半固結状に移る時の含水比をいい、
試験方法では土のひもが直径3mmに

なった段階で、ひもが切れ切れに
なったときの含水比と規定している。

含水比 土の状態 コンシステンシー限界

高い

低い

液状
(ドロドロ) 液性限界 WL

塑性指数 Ip= WL - Wp

塑性限界 Wp

塑性状
(ベトベト)

半固結状
(パサパサ)

固体状
(カチカチ)

22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

土の液性限界・塑性限界試験土の液性限界・塑性限界試験



22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

土の湿潤密度試験土の湿潤密度試験((土の単位体積重量))

土の湿潤密度ρρttとは、土全体の単位体積(1cm3)あた

りの質量である。

水水

土粒子土粒子

空気空気 mmaa=0=0

質量質量体積体積

mmww

mmss

VVaa

VVww

VVss

VV
土
の
体
積

土
の
体
積 mm

土
の
質
量

土
の
質
量

V
m

t土の湿潤密度 (g / cm(g / cm33))

((道路橋示方書道路橋示方書))

乱れの少ない試料が必要乱れの少ない試料が必要

22--3.3.液状化判定に必要な地質調査液状化判定に必要な地質調査

室内土質試験室内土質試験

試験項目試験項目 規格・基準規格・基準 主な利用法主な利用法 結果から得られる主な値結果から得られる主な値

動
的
試
験

動
的
試
験

土の繰返し非排水土の繰返し非排水

三軸試験三軸試験

JGS  0541-
　　　2000

砂の液状化強度特性砂の液状化強度特性 繰返し回数繰返し回数

軸ひずみ、間隙水圧曲線軸ひずみ、間隙水圧曲線

液状化応力比液状化応力比 RR

地盤材料の変形特性地盤材料の変形特性

を求めるためのを求めるための

繰返し三軸試験繰返し三軸試験

JGS  0542-
　　　2000

土の動的変形特性土の動的変形特性

地震応答解析地震応答解析

応力応力--ひずみ履歴曲線ひずみ履歴曲線

せん断ひずみせん断ひずみ--せん断弾性係数せん断弾性係数

減衰定数関係減衰定数関係

土の変形特性を求め土の変形特性を求め
るための中空円筒るための中空円筒

供試体による繰返し供試体による繰返し
ねじりせん断試験ねじりせん断試験

JGS  0543-
　　　2000

土の動的変形特性土の動的変形特性

地震応答解析地震応答解析

応力応力--ひずみ履歴曲線ひずみ履歴曲線

せん断ひずみせん断ひずみ--せん断弾性係数せん断弾性係数

減衰定数関係減衰定数関係



22--4. 4. 簡易液状化判定の結果例簡易液状化判定の結果例

土質名 N値

地下水位

室内土質試験

分布深度

簡易液状化判定の結果例に用いる基準

○建築基礎構造設計指針と道路橋示方書

○判定には中央開発(株)の液状化判定プログラムを用いた

22--4.4.簡易液状化判定の結果例簡易液状化判定の結果例
地層構成地層構成 地盤定数地盤定数

盛土盛土((礫混り砂礫混り砂)) γγｔｔ＝＝19.0 kNm19.0 kNm33

盛土盛土((砂質シルト砂質シルト))

γγｔｔ＝＝18.0 kNm18.0 kNm33

FcFc=40.0%(=40.0%(粘土分粘土分20.3%)20.3%)
DD5050=0.171mm,=0.171mm,
IIpp=8.3=8.3

シルト混り砂シルト混り砂

γγｔｔ＝＝17.0 kNm17.0 kNm33

FcFc=7.7%=7.7%
DD5050=0.428mm=0.428mm
DD1010=0.139mm=0.139mm

シルト質砂シルト質砂
γγｔｔ＝＝17.0 kNm17.0 kNm33

FcFc=33.1%=33.1%
DD5050=0.1579mm,=0.1579mm,

シルト質粘土シルト質粘土

γγｔｔ＝＝14.0 kNm14.0 kNm33

FcFc=86.0% (=86.0% (粘土分粘土分44.5%)44.5%)
DD5050=0.009mm=0.009mm
IIpp=34.4=34.4

粘土質砂粘土質砂
γγｔｔ＝＝17.0 kNm17.0 kNm33

FcFc=25.8~26.9% =25.8~26.9% 
DD5050=0.188~0.258mm,=0.188~0.258mm,

砂砂

γγｔｔ＝＝19.0 kNm19.0 kNm33

FcFc=6.6% =6.6% 
DD5050=0.450mm =0.450mm 
DD1010=0.130mm=0.130mm

砂礫砂礫
γγｔｔ＝＝20.0 kNm20.0 kNm33

FcFc=9.7% =9.7% 
DD5050=1.620mm =1.620mm DD1010=0.081mm=0.081mm

地下水位　地下水位　G.L.G.L.--0.30m0.30m

建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針

マグニチュードマグニチュード MM=7.5=7.5

設計用水平加速度設計用水平加速度

損傷限界検討用損傷限界検討用 150(cm/s150(cm/s22))
終局限界検討用終局限界検討用 350(cm/s350(cm/s22))

道路橋示方書道路橋示方書

地域別補正係数地域別補正係数 CCzz=0.85=0.85

地盤種別地盤種別 ⅢⅢ種地盤種地盤

設計水平震度の標準値設計水平震度の標準値 KKhg0hg0

　タイプ　タイプⅠⅠ：：0.400.40
　タイプ　タイプⅡⅡ：：0.600.60
設計水平震度設計水平震度 KKhghg

　タイプ　タイプⅠⅠ：：0.340.34
　タイプ　タイプⅡⅡ：：0.510.51



22--4.4.簡易液状化判定の結果例簡易液状化判定の結果例 建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針

22--4.4.簡易液状化判定の結果例簡易液状化判定の結果例 建築基礎構造設計指針建築基礎構造設計指針



22--4.4.簡易液状化判定の結果例簡易液状化判定の結果例 道路橋示方書道路橋示方書
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「岡山の地盤と液状化対策」研究会 



1

1

液状化地盤に対する基礎設計液状化地盤に対する基礎設計

地盤が液状化する場合の基礎と杭の構地盤が液状化する場合の基礎と杭の構
造設計方法について造設計方法について

有限会社　コア構造設計有限会社　コア構造設計

構造設計一級建築士　大垣克己構造設計一級建築士　大垣克己

2

0.0.液状化地盤に対する基礎設計液状化地盤に対する基礎設計

1.0 1.0 液状化発生が危惧される地盤での実務基礎設計の現状液状化発生が危惧される地盤での実務基礎設計の現状

1.1 1.1 液状化地盤における地盤変形と杭・建物の相互作用液状化地盤における地盤変形と杭・建物の相互作用

1.2 1.2 杭頭応力の算定式杭頭応力の算定式

2.1 2.1 液状化判定結果の見方液状化判定結果の見方

2.2 2.2 FLFL値値1.01.0以下の場合の水平地盤反力係数以下の場合の水平地盤反力係数
低減率低減率ββの求め方の求め方

3. 3. サンプル建物に対する液状化による採用杭の違いサンプル建物に対する液状化による採用杭の違い

　　　　((液状化低減率　液状化低減率　ββ=1.0 , 0.5 , 0.1 =1.0 , 0.5 , 0.1 のの3 3 CASE)CASE)

鉄骨造鉄骨造33階事務所ビル階事務所ビル

鉄筋コンクリート造鉄筋コンクリート造66階事務所ビル階事務所ビル

4. 4. 杭種の違いによるコスト比較杭種の違いによるコスト比較

5. 5. 液状化地盤に対して杭以外の対応液状化地盤に対して杭以外の対応

6. 6. まとめまとめ



2

3

1. 1. 液状化の発生が危惧される地盤におけ液状化の発生が危惧される地盤におけ 　　　　　　
る実務基礎設計の現状る実務基礎設計の現状

基礎形式基礎形式

a)a)地盤改良地盤改良++直接基礎直接基礎

b)b)地盤改良地盤改良++杭基礎杭基礎

c)c)地盤改良なし地盤改良なし++杭基礎杭基礎

液状化層に対する構造的対策液状化層に対する構造的対策

1)1)地盤変形追従型　→　地盤変形追従型　→　PRCPRC杭、杭、SCSC杭、鋼管杭杭、鋼管杭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※※PRCPRC杭：せん断補強筋を付与した高い曲げ耐力杭：せん断補強筋を付与した高い曲げ耐力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 変形能力、せん断耐力を有する杭変形能力、せん断耐力を有する杭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※※SCSC杭杭 ：鋼管を外殻とする既製コンクリート杭：鋼管を外殻とする既製コンクリート杭

2)2)地盤変形抵抗型　→　壁杭、連壁地盤変形抵抗型　→　壁杭、連壁

4

直接基礎は原則採用不可直接基礎は原則採用不可

基礎の沈下、傾斜、損壊を低減する対策を行うことで採用可。基礎の沈下、傾斜、損壊を低減する対策を行うことで採用可。

液状化層が浅い場合は表層地盤改良で液状化対策となる。液状化層が浅い場合は表層地盤改良で液状化対策となる。

杭基礎採用での液状化を抑える対策は現状では実例が少ない。杭基礎採用での液状化を抑える対策は現状では実例が少ない。

杭基礎設計では、地盤の水平抵抗の低減を行い、杭材料による杭基礎設計では、地盤の水平抵抗の低減を行い、杭材料による
せん断・曲げ抵抗で対応する。せん断・曲げ抵抗で対応する。



3

5

1.1 1.1 液状化地盤における地盤変形と杭・建物　　液状化地盤における地盤変形と杭・建物　　
の相互作用の相互作用

矢印は建物慣性力を示す

6

液状化発生→地盤の特性、地盤構造物の液状化発生→地盤の特性、地盤構造物の

　　　　　　　　　応答性状が急変する。　　　　　　　　　応答性状が急変する。

1.1.地盤支持力・水平地盤反力係数が激減する地盤支持力・水平地盤反力係数が激減する

2.2.側方流動が発生する側方流動が発生する



4

7

1.2 1.2 杭頭応力の算定式杭頭応力の算定式

一 定 と仮 定 して 求められる 一般解

8



5

9

((ββLL<2.25)<2.25)の場合は別途短杭としての応力検討必要の場合は別途短杭としての応力検討必要

　・上式は杭頭より周辺地盤が一定　・上式は杭頭より周辺地盤が一定((通常通常1/1/ββまでの深さまでの深さ))である条件で対応できるである条件で対応できる

　　しかし、液状化する地盤では深さ方向に変化させる必要があり多層地盤として検討する。　　しかし、液状化する地盤では深さ方向に変化させる必要があり多層地盤として検討する。

10

2.1 2.1 液状化簡易判定結果表液状化簡易判定結果表



6

11

2.2 2.2 水平地盤反力係数の低減率水平地盤反力係数の低減率((ββ))

12

3. 3. サンプルケースによる比較サンプルケースによる比較



7

13

14

3.1 3.1 鉄骨造鉄骨造33階事務所ビル階事務所ビル

大梁：大梁：HH--600600××200200××1111××1717

柱　柱　 ：□：□--300300××300300××1616



8

15

16

CASE 1)CASE 1)液状化低減率液状化低減率 ββ=1.0=1.0



9

17

CASE 1)CASE 1)液状化低減率液状化低減率 ββ=1.0=1.0

【杭の水平時応力図】

18

CASE 1)CASE 1)液状化低減率液状化低減率 ββ=1.0=1.0

【M-N図】
<上杭>

148



10

19

CASE 1)CASE 1)液状化低減率液状化低減率 ββ=1.0=1.0

【M-N図】
<中杭>

20

CASE 2)CASE 2)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.5=0.5



11

21

CASE 2)CASE 2)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.5=0.5

【杭の水平時応力図】

22

CASE 2)CASE 2)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.5=0.5

【M-N図】
<上杭>

178
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23

CASE 2)CASE 2)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.5=0.5

【M-N図】
<中杭>

24

CASE 3)CASE 3)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.1=0.1



13

25

CASE 3)CASE 3)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.1=0.1

【杭の水平時応力図】

26

CASE 3)CASE 3)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.1=0.1

【M-N図】
<上杭>

269



14

27

CASE 3)CASE 3)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.1=0.1

【M-N図】
<中杭>

28

3.2 3.2 RCRC造造66階事務所ビル階事務所ビル

大梁：大梁：BDBD--500500××900900

柱　柱　 ：：BDBD--800800××800800
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29

30

CASE 1)CASE 1)液状化低減率液状化低減率 ββ=1.0=1.0
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31

CASE 1)CASE 1)液状化低減率液状化低減率 ββ=1.0=1.0

【杭の水平時応力図】

32

CASE 1)CASE 1)液状化低減率液状化低減率 ββ=1.0=1.0

【M-N図】
<上杭>

1524
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33

CASE 1)CASE 1)液状化低減率液状化低減率 ββ=1.0=1.0

【M-N図】
<中杭>

34

CASE 2)CASE 2)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.5=0.5
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35

CASE 2)CASE 2)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.5=0.5

【杭の水平時応力図】

36

CASE 2)CASE 2)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.5=0.5

【M-N図】
<上杭>

2292



19

37

CASE 2)CASE 2)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.5=0.5

【M-N図】
<中杭>

38

CASE 3)CASE 3)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.1=0.1
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39

CASE 3)CASE 3)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.1=0.1

【杭の水平時応力図】

40

CASE 3)CASE 3)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.1=0.1

【M-N図】
<上杭>

3397



21

41

CASE 3)CASE 3)液状化低減率液状化低減率 ββ=0.1=0.1

【M-N図】
<中杭>

42

4. 4. 杭種の違いによるコスト比較杭種の違いによるコスト比較

2.32.32.02.01.71.71.51.51.41.41.31.31.21.21.11.11.01.0
価格比率価格比率

((φφ1000)1000)

3.63.63.23.22.62.61.81.81.71.71.61.61.31.31.21.21.01.0
価格比率価格比率

((φφ500)500)

t=14mmt=14mmt=12mmt=12mmt=9mmt=9mmⅢ種Ⅲ種Ⅱ種Ⅱ種Ⅰ種Ⅰ種CC種種BB種種AA種種杭種杭種

SCSC杭杭((SKK490)SKK490)PRCPRC杭杭PHCPHC杭杭

☆比較条件
•PHC杭 杭長10m、A種を1.0とした際の金額比較。
•施工条件が同じ場合の材料費(定価)による比較。
　

杭材価格比較表(参考)
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鉄骨造3階事務所ビルによるコスト比較表

1.071.07  6,990,0006,990,00099
L=11.0m(PRCL=11.0m(PRC--Ⅰ種Ⅰ種) ) 

+  11.0+  11.0m(Am(A種種))
ββ=0.5=0.5

1.171.17  7,650,0007,650,00099
L=11.0m(PRCL=11.0m(PRC--Ⅲ種Ⅲ種) ) 

+  11.0+  11.0m(Am(A種種))
ββ=0.1=0.1

1.001.00  6,520,0006,520,00099
L=11.0m(CL=11.0m(C種種) ) 

+  11.0+  11.0m(Am(A種種))
ββ=1.0=1.0

増加率増加率工事費用工事費用セット数セット数使用杭使用杭((φφ500)500)SS造造33階階

鉄筋コンクリート造6階事務所ビルによるコスト比較表

1.141.14  26,760,00026,760,00099

L=7.0m(SC SKK400 t=12L=7.0m(SC SKK400 t=12) ) 

+  7.0+  7.0m(Am(A種種))

+  7.0+  7.0m(Am(A種種))

ββ=0.5=0.5

1.281.28  29,980,00029,980,00099

L=7.0m(SC SKK490 t=14L=7.0m(SC SKK490 t=14) ) 

+  7.0+  7.0m(Cm(C種種))

+  7.0+  7.0m(Am(A種種))

ββ=0.1=0.1

1.001.00  23,390,00023,390,00099

L=7.0m(PRCL=7.0m(PRC--Ⅰ種Ⅰ種) ) 

+  7.0+  7.0m(Am(A種種))

+  7.0+  7.0m(Am(A種種))

ββ=1.0=1.0

増加率増加率工事費用工事費用セット数セット数
使用杭使用杭((φφ1000 )1000 )

※下杭は節杭※下杭は節杭RCRC造造66階階
(Fc=105　N/mm2)

44

杭頭端板へ
A)ねじ式補強筋(NCPアンカー)
B)スタッド溶接補強筋(パイルスタッド)

地中梁心

5. 5. 液状化地盤に対して杭以外の対応液状化地盤に対して杭以外の対応

M0

MD = ML + ME + M0MD = ML + ME + M0

基礎回転基礎回転
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6. 6. まとめまとめ

液状化判定結果 危険有

杭頭変位増大する
杭頭曲げ増大する

曲げ抵抗大の杭種の採用
杭頭補強筋の増加

地中梁曲げ負担増
により断面大きくなる

杭材料コストUP

地中梁鉄筋コストUP
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「岡山の地盤と液状化対策」研究会 



液状化対策の考え方とWIB工法研究

岡山の地盤と液状化対策　2012.05.25　於ORIC

Ql1: 液状化対策工法として、WIB工法のどこが応用されている
のですか？
Ql2: 液状化あるいは非液状化をどのように判定するのですか？
WIB工法では、非液状化対域をどの深さまで設計しますか？
Ql3: WIB工法で液状化対策をすると、基礎設計は合理化できますか？
従来工法よりコストは縮減しますか？

Ｅ&Dテクノデザイン㈱竹宮宏和

（岡山大学名誉教授）工博，土木学会認定特別上級技術者

　液状化　　減震地盤改良

　 WIB 工法

理論・実績のある
最新工法

①　地震動の低減
②　地盤の拘束効果

土木学会・地盤工学会賞受賞
文部科学大臣表彰
（科学技術開発部門）



WIB工法による液状化対策1

•　WIB工によりN値を高めて強く安定した複合地盤を作り，FL
値が1より大きくなるように設計をする．すなわち，WIB工によ
り、液状化の可能性のある原地盤を非液状化層とする．（左
図参照）

・　セル構造は地盤を拘束して，地震時の地盤の歪みを抑制
する．

・　非液状化層セル版構造は，その下層の液状化が上昇する
のを遮断する．

・　版状のWIB工は高い剛性で水平保有耐力を有する．

・　水平方向に版状をなしているので，建物荷重を地盤内で
均等に分散する．

・　充填材のタイヤシュレッドは，間隙水圧の上昇を下げる．

支持力杭と液
状化対策工を
一体化した設
計ができる．

WIB工法による液状化対策2

•鉛直支持力杭において、１
/βの範囲で杭体を補強し、

杭あるいは杭本数を合理化
する。

•液状化時に水平抵抗が下
がるのを防ぐ。

•基礎設計の耐震化コストを
縮減する。



液状化対策２

分類 原理 手法

液状化の発
生を防ぐ対
策

土の性質
の改良

密度の増大 締め固める

固結 固化材による地盤改良

WIB工法の液状化防止効果（赤=液状化ゾーン）

コンピュータ・シミュレーション（FLIP使用）



振動台装置を使った液状化実験
WIB工のセル構造による土の拘束効果の検証

（ゼネコン会社と共同開発）

加速度計

実験８　振動台加速度度100gal  5Hz 50波



WIB施工実施地

WIB工法

E&Dテクノデザイン(株) 　URL：http://www.ed-techno.org/

海洋型巨大地震に備える！！
（施工事例：岡山市南部）

出典：地震の被害想定について－岡山防災ナビ
http://kikikanri.pref.okayama.jp/gcon/bo33gnnakai_id.html
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WIB工設計 改良柱打設・性能確認

液状化解析

信頼性 施工管理

専門技術

　地震時の安全
安心をまず地盤か
ら！！
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打点① 

打点②

 

 

 
 

 
 

ガイドハンマー 

藤崎フィールド実験

■現地測点（WIB施工前）

0.001

0.01

0.1

1

10

0 2 4 6 8 10 12 14 16 

倍
率

振動源からの距離（m）

最大加速度前後比較（打点①）

建物長辺方向（対策前） 建物短辺方向（対策前） 鉛直方向（対策前）

建物長辺方向（対策後） 建物短辺方向（対策後） 鉛直方向（対策後）

■距離別・WIB施工前後加速度比較

※基準点（測点⑧）の鉛直方向の値に対する倍率を示す。表層部の地盤改良効果を評価

加振条件：ガイドハンマー



 

 

 
 

 
 

地表面加速度計

 

 

 

 

 
 

ガイドハンマー
 

 

 
 

WIB工 

WIB工施工機材 

■WIB施工後振動実験配置図

（WIB工法契約施工業者の協力を得た）

地中加速度計

地中間隙水圧計

タンピングランマー ガイドハンマー

地中Acc　
PRM

地中Acc　
PRM

0.01

0.1

1

10

1 10 100 

倍
率

周波数（Hz）

WIB施工後振動実験 1/3オクターブバンド相対比

建物長辺方向（対策前）

建物長辺方向（対策後）

建物短辺方向（対策前）

建物短辺方向（対策後）

鉛直方向（対策前）

鉛直方向（対策後）

水平振動

鉛直振動

■WIB施工前後1/3オクターブバンド相対比（加振源E-4）

加振条件：ガイドハンマー

※基準点（測点⑧）の値に対する倍率を示す。水平、鉛直振動の距離減衰効果から表層改良
層の等価弾性係数を推定する。
。
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1
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応
答

加
速

度
(G

al
)

周波数(Hz)

1/3オクターブバンド(加速度) ランマー＆ガイドハンマー

ランマーWIB内

ランマーWIB外

ガイドハンマーWIB内

ガイドハンマーWIB外

■振動実験加速度1/3オクターブバンド値（加振源C’-3’）

加振条件：タンピングランマー・ガイドハンマー

※鉛直振動の1/３オクターブ特性から表層改良層の等価弾性係数を推定

分類 原理 手法

液状化の発生は許容
構造被害を防止、軽減

堅固な地盤に支
持

杭基礎

基礎の強化 増し杭、布基礎の
強化

液状化対策２



杭基礎の目標性能

 目標性能 
地盤 基礎 

損傷限界状態 ・杭への作用荷重＜損傷限界状態検証用支持力 
・沈下量、変形角＜規定値 
・引き抜き力＜損傷限界状態検証用引き抜き力 
 

・杭基礎各部に生じ

る応力＜損傷限界強

度 

安全限界状態 ・地盤に作用する荷重＜極限支持力 
・沈下量、傾斜角＜規定値 
・杭に作用する引き抜き力＜杭の極限支持力 

・杭基礎に作用する

せん断力＜杭基礎の

保有水平耐力 

 

解説図3.1.1　解放基盤面と地震地盤面

入射、反射

工学的基盤



地震時の杭応答

地盤条件

杭頭慣性力

地盤変形による杭応力

自 由 地 盤の 応答
変位

杭頭慣性力による杭応力

地盤変形と杭頭慣性力による杭応力
による杭応力

一様層あるいは

多層地盤

杭体の断面設計

• 損傷限界強度
– 引張り側コンクリートの

ひび割れ強度

• 安全限界強度
– 終局曲げ強度：軸力と

曲げモーメント（N-M関
係）

– 終局せん断強度
非線形地盤反力



　杭基礎の液状化
対策設計法

 

設計 2・3の仕様を比較 

・杭の設計スペック，許容値，価格 

※WIB 工における上記仕様を含む 

現地盤調査 

液状化判定 

FL＜1 ？ 

Yes（FL＜1） 

事例 

①通常の杭体設計 

・軸力計算 

・水平力計算 

水平力に対する杭体設計 

・曲げモーメント M 

・せん断力 Q 

設計 1 

（通常設計） 

No（FL≧1） 

②液状化を考慮した杭体設計 

・地盤反力係数の低減（β＜1.0）

杭体断面力 

・地震力 

 中地震：150gal 

 大地震：350gal 

安全性の検討 

・曲げモーメント M- 

・せん断力 Q- 

・軸力 N- 

設計 2 

（液状化考慮） 

・杭本数の割増 

・杭種の変更（上級杭） 

杭種・杭径・杭本数の調整 

（可能な限り抑える） 

WIB 工導入による復元断面力 

・曲げモーメント M- ⇒ M 

・せん断力 Q- ⇒ Q 

設計 3 

（WIB 工導入） 

③WIB 工設計 

WIB 設計後

FL≧1 ？ 

Yes（FL≧1） 

No（FL＜1） 

杭体設計の流れ

基礎設計の合理化

Q：　液状化対策をすることで、基礎
設計はどの程度にまで変わりますか？
それをコストで示すことができます
か？
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3.2 3.2 RCRC造造66階事務所ビル階事務所ビル

大梁：大梁：BDBD--500500××900900

柱　柱　 ：：BDBD--800800××800800

WIB工併用時の杭基礎設計例
RC造6F



液状化判定
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液状化指数　PL値

13.58

4.11

杭解析結果比較（WIB施工前後）
※弊社作成プログラムによる結果，WIB工導入前は液状化考慮時（β＝0.1）
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Ｍ－Ｎ曲線
■通常設計（β＝1.0）

・上杭：CPRC杭(105)Ⅰ種φ1000 ・中杭：PHC杭(105)A種φ1000 ・下杭：節付PHC杭(105 特厚)A種
φ1000-800

■液状化考慮（β＝0.1）

・上杭：HSC杭SKK490(105)ts=14 
φ1000

・中杭：PHC杭(105)C種φ1000 ・下杭：節付PHC杭(105 特厚)C種
φ1000-800



■WIB工施工時（β＝0.1，WIB天端GL-1.85m，改良長3.50m）

＜外周部＞

・上杭：CPRC杭(85)Ⅰ種φ800 ・中杭：PHC杭(80)A種φ800 ・下杭：節付PHC杭(105 通常)A種
φ800-600

＜中心部＞

・上杭：CPRC杭(85)Ⅰ種φ900 ・中杭：PHC杭(80)A種φ900 ・下杭：節付PHC杭(105 通常)A種
φ900-700



検討項目 杭基礎のみ（Ａ） 杭基礎とWIB工の複合（Ｂ） 比率（Ａ：Ｂ）

１．沈下計算 最大沈下量 3.7mm
最大傾斜 1/20713

最大沈下量 1.5mm
最大傾斜 1/41456

最大沈下量 3:1
最大傾斜 2:1

２．杭体応力 杭頭曲げモーメント 3252kNm
杭頭せん断力 463kN 

杭頭曲げモーメント 761kNm
杭頭せん断力 463kN

杭頭曲げモーメント 4:1
杭頭せん断力 1:1

３．断面算定 換算断面2次モーメント
0.01679～0.05410m4

換算断面2次モーメント
0.004936～0.01552m4

(0.008902～0.02427m4)
※()内は中央の1本

換算断面2次モーメント 4:1
※中央の1本の比率は2:1

４．水平保有耐力 杭頭変位 7.4cm 杭頭変位 0.9cm 杭頭変位 8:1

５．使用杭 支持杭 下記各9本、各7m長
SC杭SKK490 φ1000 鋼管厚14mm
PHC杭 105 φ1000 C種
節付PHC杭 105 特厚 80100 C種

支持杭 下記各9本、各7m長
（内1本の径は()値）
CPRC杭 85 φ800(900) Ⅰ種
PHC杭 80 φ800(900) A種
節付PHC杭 105 標準 6080(7090)A種

杭径 5:4（-200mm）
※中央の1本の比率は10:9
　（-100mm）

WIB工無し WIB工 φ800＠3.5m 192本
設計基準強度 700kN/m2

（使用固化材 250kg/m3）

-

６．コスト 約3,000万円 約2,500万円 6:5（差額は約500万円）

地震時の杭基礎設計における比較



 

●E&D テクノデザイン株式会社 
岡山市北区芳賀 5303 
TEL・FAX 086-286-8519 
URL  http://www.ed-techno.org 
E-mail takemiya@ed-techno.org 
 

●有限会社 コア構造設計 
岡山市北区今 2 丁目 6 番 10 号 内田ビル 3 階 
TEL 086-243-5271 FAX 086-243-5648 
E-mail core-k@par.odn.ne.jp 
 

●株式会社 フジタ地質 
岡山市中区雄町 425 番地 1 
TEL 086-208-3950 FAX 086-208-3951 
URL  http://www.geo-fujita.jp 
E-mail info@geo-fujita.jp 
 


